インディアン・カントリーにおける家庭内暴力と刑事管轄権  　─United States v. Bryant, 136 S. Ct. 1954（2016）．を契機に─ by 藤田 尚則 & Hisanori Fujita
インディアン・カントリーにおける家庭内暴力と刑事管轄権 　　3
Ⅰ　問題の所在
　アメリカ合衆国において家庭内暴力（domestic violence）は，全ての人種，
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社会及び経済的階層の構成員によって経験されているが，今日的時代状況下
において家庭内暴力は，白人，黒人及びヒスパニック系のコミュニティ，そ
してインディアン・カントリー（Indian Country）にとって著しい脅威を及ぼ
すようになってきた
1）
。従来連邦政府は，一般的に言って多くの家庭内暴力犯
罪に管轄権を欠いていた。そこで合衆国議会は，1994年 9 月13日に「1994年
暴力犯罪の統制及び法執行法」
2）
（the Violent Crime Control and Law Enforcement 
Act）を制定し，同法第 4 編に「女性に対する暴力」（Violence Against Women），
略称「1994年対女性暴力法」
3）
（the Violence Against Women Act of 1994）（以下，
「1994年 VAWA」という。）の規定を置いた。1994年 VAWA は，女性に対する
暴力は家族，子ども及び社会にとって有害な結果を伴う重大犯罪であると
し，合衆国司法省によって訴追され得る一定の連邦の家庭内暴力犯罪を規定
している。
　合衆国最高裁判所は，2016年 6 月13日の United States v. Bryant
4）
（以下，
「Bryant 判決」という。）で部族裁判所（tribal court）における弁護人が付されて
いない有罪決定（uncounseled conviction）を連邦裁判所又は州裁判所において
「刑罰加重因犯罪」（predicate offense）─後に実行された犯罪に対して科され
る刑罰を加重するための根拠となり得る過去に実行された犯罪─の要件を
充足させるために証拠として採用することは合衆国憲法修正第 6 条（以下，
「修正第 6 条」という。）にいう「弁護人の援助を受ける権利（right to counsel）を
侵害しないとする判決を下したが，ここで言うべきは，当該判決が合衆国内
の他の全てのコミュニティと比較した場合にアメリカ・インディアン女性
（Native American woman）が家庭内暴力の被害者の割合において最も高い率を
占めていると述べていることである
5）
。
1 ）　U.S. DEP’T OF JUSTICE, OFFICE OF JUSTICE PROGRAMS, USING FEDERAL LAW TO PROSECUTE 
DOMESTIC VIOLENCE CRIMES IN INDIAN COUNTRY 9. https://www.ovc.gov/pdftxt/DVIC_
facilitator_guide.pdf（2017年 9 月 1 日閲覧）
2 ）　Act of Sept. 13, 1994, Pub.L. No. 103─322, 108 Stat. 1796.
3 ）　Act of Sept. 13, 1994, Pub.L. No. 103─322, Title IV, 108 Stat. 1902..
4 ）　136 S. Ct. 1954（2016）.
5 ）　Id. at 1959.
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　合衆国保健福祉省所管の「アメリカ疾病管理予防センター」（Centers for 
Disease Control and Prevention）が2011年11月に出版した「国家近親者間暴力及
び性暴力調査2010年概略報告」
6）
（National Intimate Partner and Sexual Violence 
図 1　人種／民族別の女性へのレイプ，暴行およびまたはストーカーの生涯被害率
7）
（上段；%　後段；被害者数）
ヒスパニック系 黒人 白人
アジア・
太平洋諸島
アメリカ・
インディアン
又は
アラスカ先住民
レイプ
8.4
1,273,000
12.2
1,768.000
9.2
7,475,000
＊ ＊
暴行
35.2
5,317,000
40.9
5,955,000
31.7
25,746,000
＊
45.9
399,000
ストーカー
10.6
1,599,000
14.6
2,123,000
10.4
8,402,000
＊ ＊
レイプ，暴行および
またはストーカー
37.1
5,596,000
43.7
6,349,000
34.6
28,053,000
19.6
1,110,000
46.0
400,000
・ アメリカ・インディアン又はアラスカ先住民の指標は、部族に登録された者若しくは加入している者を表す
ものではない。
図 2　人種／民族別の男性へのレイプ，暴行およびまたはストーカーの生涯被害率
8）
（上段；%　後段；被害者数）
ヒスパニック系 黒人 白人
アジア・
太平洋諸島
アメリカ・
インディアン
又は
アラスカ先住民
レイプ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊
暴行
26.5
4,277,000
36.8
4,595,000
28.1
21,524,000
8.4
428,000
45.3
365,000
ストーカー ＊ ＊
1.7
1,282,000
＊ ＊
レイプ，暴行および
またはストーカー
26.6
4,331,000
38.6
4,820,000
28.2
21,596,000
＊
45.3
365,000
・ アメリカ・インディアン又はアラスカ先住民の指標は、部族に登録された者若しくは加入している者を表す
ものではない。
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Survey 2010 Summary Report）によれば，2010年の被害状況について図 1 及び
図 2 の数値が報告されている。
　「暴力被害にあっているアメリカ・インディアン及びアラスカ先住民の子
どもに関する司法長官顧問委員会」（Attorney General’s Advisory Committee on 
American Indian/Alaska Native Children Exposed to Violence）が2014年11月に公表
した報告書「子どもたちが成長し得るよう暴力を終わらせるために」
9）
（Ending 
Violence so Children Can Thrive）は，部族コミュニティ（tribal community）にお
ける女性に対する暴力について以下のように述べている。①インディアン・
カントリーにおける暴力犯罪（violent crime）率は全国平均の2.5倍以上であ
り，幾つかの保留地では全国平均の20倍にも上っている。②アメリカ・イン
ディアン及びアラスカ先住民女性の34パーセントがその生涯においてレイプ
被害にあっている。そしてアメリカ・インディアン及びアラスカ先住民女性
は，合衆国内の一般女性の2.5倍以上がレイプされ，又は性的暴行に遭遇し
ている。③アメリカ・インディアン及びアラスカ先住民女性の39パーセント
が，家庭内暴力にさらされている
10）
。
　「司法省司法統計局」（Dept. of Justice, Bureau of Justice Statistics）の報告書
「近親者間暴力1993－2010年」
11）
（Intimate Partner Violence 1993─2010）に従えば，
2005年から2010年にかけて全国的に見て近親者間暴力の75パーセント以上の
女性被害者が以前に同一の犯罪者の犠牲になっており，35歳から49歳までの
6 ）　MICHELE C. BLACK ET AL., CTR. FOR DISEASE CONTROL & PREVENTION, NAT’L CTR. FOR INJURY 
PREVENTION & CONTROL, DIVISION OF VIOLENCE PREVENTION, NATIONAL INTIMATE PARTNER AND 
SEZUAL VIOLENCE SURVEY 2010 SUMMARY REPORT （2011）. https://www.cdc.gov/violenceprevention/
pdf/nisvs_report2010─a.pdf （2017年 9 月 4 日閲覧）
7 ）　出典； Id. at 40 （Table 4.3） （抜粋）。
8 ）　出典； Id. at 40 （Table 4.4） （抜粋）。
9 ）　ATTORNEY GENERAL’S ADVISORY COMMITTEE ON AMERICAN INDIAN/ALASKA NATIVE 
CHILDREN, EXPOSED TO VIOLENCE, ENDING VIOLENCE SO CHILDREN CAN THRIVE （2014）.
　https://www.justice.gov/sites/default/files/defendingchildhood/pages/attachments/2015/03/23/
ending_violence_so_children_can_thrive.pdf（2017年 9 月 4 日閲覧）
10）　Id. at 38. 後述する「2010年部族法及び秩序法」第202条第 a 項第 5 号を引用したものである。
11）　DEP’T OF JUSTICE, BUREAU OF JUSTICE STATISTICS, INTIMATE PARTNER VIOLENCE 1993─2010 
（rev. 2015）. https://www.bjs.gov/content/pub/pdf/ipv9310.pdf （2017年 9 月 5 日閲覧）
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年齢層では80パーセント以上の数値を示し，12歳から17歳までの年齢層で38
パーセントに達し，50歳以上の年齢層でも63パーセントに達していることが
理解される
12）
。
　ではいかなる理由によってアメリカ・インディアン・コミュニティにおけ
る家庭内暴力が，他の団体ないし地域と比べて高い割合を占めているのであ
ろうか。その原因について「司法省司法計画室」（Dep’t. of Justice, Office of 
Justice Programs）は，部族コミュニティにおける家庭内暴力の多発には多く
の原因があるところ，歴史的トラウマ，地理的な孤立状態，麻薬及びアルコ
ールの濫用，貧困等に基づいてホームレスとなることへの脅威，友人及び家
族からの抑圧，広大な土地の治安を維持する法執行機関の不足，そして刑事
司法制度への不満からくる犯罪の報告を進んで行おうとしない傾向がインデ
ィアン・カントリーにおける家庭内暴力の多発化の要因となっていると分析
している
13）
。
　ところで合衆国議会第109議会は，2006年 1 月 5 日に1994年 VAWA の改
正法である「2006─2009会計年度における司法省に歳出配分を承認し，及び
その他の目的のための法律」
14）
，略称「2005年女性に対する暴力及び司法省再
授権法」（the Violence Against Women and Department of Justice Reauthorization Act 
of 2005）（以下，「2005年 VAWA」という。）を制定した。同法第 9 編「インディ
アン女性への安全」（Safety for Indian Women）第901条には，合衆国議会によ
るインディアン女性に対する暴行についての認定が以下のように規定されて
いる。
第901条
15）
（認定）
合衆国議会は，以下のように認定する。
　（ 1 ） 　 3 人のインディアン女性（アラスカ先住民をふくむ。）の 1 人が，そ
12）　Id. at 4  （Figure 4 ）.
13）　U.S. DEP’T OF JUSTICE, supra note 1, at 9.
14）　Act of Jan. 5, 2006, Pub. L. No. 119─162, 119 Stat. 2960.
15）　42 U.S.C. 3796gg─10 note.
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の生涯においてレイプされている。
　（ 2 ） 　インディアン女性は，アフリカ系アメリカ人女性の1,000に 4 人が，
白人女性の1,000人に 3 人が，ヒスパニック系女性の1,000人に 2 人が性
的暴行を経験しているのに対して，1,000人に 7 人が性的暴行を経験して
いる。
　（ 3 ） 　インディアン女性は，白人女性の1,000人のうち 8 人の割合で虐待の
暴力犯罪を経験しているのに対して，1,000人のうち23.2人が虐待の暴力
犯罪を経験している。
　（ 4 ） 　1979年から1992年の間，殺人が15歳から34歳のまでのインディアン女
性の死亡の第 3 番目の主要な原因となっており，75パーセントは家族構
成員又は知人に殺害されている。
　（ 5 ） 　インディアン部族は，女性に対する暴力的な攻撃に対応する追加の刑
事裁判及び被害者へのサービス財源を要請している。
　（ 6 ） 　合衆国のインディアン部族に対する独特の法律関係は，インディアン
女性の生命を保護することにおいて部族政府を援助するための連邦の信
託責任（trust responsibility）を生み出すものである。
　2005年 VAWA 第 9 編は，同法の定める目的を達成するために第909条で
「合衆国法律集第18編（犯罪及び刑事手続）第 7 章（暴行）」を改正し，第 7 章の
末尾に第117条を加えている。第117条第 a 項は，インディアン・カントリー
内で家庭内暴行（domestic assault）を実行した者であって，その者が連邦，州
及び部族裁判所の訴訟手続において少なくとも過去 2 回にわたって有罪の決
定を下されている場合，当該犯罪を「連邦犯罪」（federal crime）とすると規
定している。
　合衆国議会第111議会は，2010年 7 月29日に「適用刑事手続の改善を通して
インディアンの美術及び工芸を保護し，並びにその他の目的のための法律」
16）
，
略称「2010年インディアンの美術及び工芸修正法」（the Indian Arts and Crafts 
Amendments Act of 2010）を制定した。同法第 2 編「部族の法と秩序」
17）
（Tribal 
16）　Act of July 29, 2010, Pub. L. No. 111─211, 124 Stat. 2258.
17）　Act of July 29, 2010, Pub. L. No. 111─211, Title. II, § 234（a）, 124 Stat. 2261.
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Law and Order）は，「2010年部族法及び秩序法」（the Tribal Law and Order Act 
of 2010）（以下，「TLOA」という。）と引用されると規定している（第201条第 a 項
（合衆国法律集第25編第2801条註））。TLOA 第201条第 a 項（認定及び目的）第 5 号
は，アメリカ・インディアン及びアラスカ先住民女性の34パーセントが生涯
においてレイプされ，39パーセントが家庭内暴力の被害にあっていると規定
しているところ，TLOA は連邦と部族の法執行機関との協力を強化するこ
とを目的としており，また「1968年インディアンの市民的権利に関する法
律」
18）
（the Indian Civil Rights Act of 1968）（以下，「ICRA」という。）を改正し，部族
裁判所に一定の犯罪に関し 1 つの犯罪について 1 年以上 3 年以下の拘禁又は
5,000ドル以上15,000ドル以下の罰金又は併科に処す権限を新たに認めている
（第234条第 b 項）
19）
。
　さらに合衆国議会第113議会は，2013年 3 月 3 日に1994年 VAWA の改正
法である「1994年女性に対する暴力法を再承認するための法律」
20）
，略称
「2013年対女性暴力再承認法」（the Violence Against Women Reauthorizing Act of 
2013）（以下，「2013年 VAWA」という。）を制定している。2013年 VAWA 第 9 編
「インディアン女性への安全」
21）
は ICRA を改正し，部族裁判所に非インディ
アン（non─Indian）によってインディアンに対して実行された一定の家庭内暴
力に対しても「特別家庭内暴力刑事管轄権」（special domestic violence criminal 
jurisdiction）を認めるものであり，また部族裁判所の管轄権行使について 1
年を超える拘禁を科す場合にインディアンの被告人に一定の手続的保障（貧
困な被告人（indigent defendant）に弁護人を付す無条件の権利を含む。）を付与する旨
を定めている。
18）　Act of Apr. 11, 1968, Pub. L. No. 90─284, 82 Stat. 77 （codified as amended §1301 et seq. 
（2013）.）.
19）　See U.S. DEP’T OF JUSTICE, TRIBAL LAW AND ORDER REPORT ON ENHANCED TRIBAL COURTS 
SENENCING AUTHORITY （2010）. https://www.justice.gov/tribal/file/796981/download （2017年
9 月 7 日閲覧）
20）　Act of Mar. 7, 2013, Pub. L. No. 113─4, 127 Stat. 54.
21）　Act of March 7, 2013, Pub. L. No. 113─4, Title IX, § 904, 127 Stat. 120 （codified at 25 U.S.C. § 
1304）.
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　本稿は，インディアン・カントリーにおけるインディアン女性に対する暴
行に対応してきた合衆国議会の近年の制定法を概観することによってインデ
ィアン・カントリーにおける家庭内暴力と新たに設定された刑事管轄権の関
係を明らかにすることを目的とする。
Ⅱ　インディアン・カントリーの刑事法に関連する主要立法と判例
　以下，Ⅲにおいて扱う合衆国議会において近年制定された家庭内暴行関連
立法を理解するための前提として，インディアン・カントリーに適用される
刑事法
22）
及び合衆国最高裁判所における刑事法解釈に関する主要判例を一覧表
にする。
連邦法 合衆国法律集 年 内容及び解説
インディアン通商
及び交渉法
1  Stat. 137 § 137 1790
州は州法に基づいてインディアン対して非イン
ディアンによって実行された犯罪を処罰するこ
とができる。
一般犯罪法 18 U.S.C. § 1817 1817
非インディアンの犯罪処罰に関する一般連邦法
は部族の土地で維持され，インディアン犯罪は
部族の管轄権の下にある（廃止）。
同化犯罪法 18 U.S.C. § 13 1825
犯罪が連邦法に基づいて処罰できない場合，合
衆国議会による排他的若しくは競合的管轄権の
領域への州刑法の採用を認めることを規定。す
なわち犯罪が連邦政府によって保留され又は取
得された土地若しくは建物で実行された場合で
当該行為が連邦犯罪を構成しない場合，州法が
犯罪に適用される
23）
。
22）　See generally U.S. DEP’T OF JUSTICE, OFFICE OF JUSTICE PROGRAMS, supra note 1, at 25─36.
23）　See DAVID H. GETCHES, CHARLES F. WILKINSON, ROBERT A. WILLIAMS, JR., MATTHEW L. M. 
FLETCHER & KRISTEN A. CARPENTER, CASES AND MATERIALS ON FEDERAL INDIAN LAW 532─33 （7th 
ed. 2017）［hereinafter CASES AND MATERIALS］.
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インディアン重大
犯罪法（MCA）
24） 18 U.S.C. § 1153 1885
他のインディアン又は他の人の身体若しくは財産
に対して以下の犯罪，すなわちインディアン・カ
ントリー内で謀殺，故殺，拐取，損傷，第109A
章〔児童虐待（第18編第2241条以下）〕の下での
重罪，近親相姦，殺意のある暴行，凶器をもって
の暴行，著しい身体の損傷に至る暴行，16歳に達
しない個人に対する暴行，放火，不法目的侵入，
強盗及び第18編第661条の下での重罪を犯した全
てのインディアンは，合衆国の排他的管轄権の下
で当該犯罪を実行した全ての他の人と同一の法及
び刑罰に服するものとする。本法が制定されるま
で部族は，インディアンの間で発生した犯罪につ
いて排他的管轄権を有していた
25）
。本法の制定によ
って部族は，インディアンの間で生じた犯罪であ
って本法に規定された犯罪について競合的管轄権
を有することとなった。本法は，重罪についての
み規定しているところ，部族はインディアンの間
で発生した重罪に該当しない犯罪については排他
的管轄権をもつことになる。連邦との競合的管轄
権にも拘らず，多くの部族は本法の下で犯罪を起
訴していない。というのも部族は，権限がないと
誤って理解し，又は連邦政府が犯罪を処理すると
信じているからである
26）
。
インディアン・
カントリー犯罪法
27）
（一般犯罪法；
異人種間犯罪規定）
18 U.S.C. § 1151
18 U.S.C. § 1152
1948
インディアンの土地に対する連邦刑事管轄権の適
用領域（インディアン・カントリー）の定義規定
を置いている（第1151条）。明白に法律によって
他の定めのない限り，合衆国の独占的及び排他的
管轄権の及ぶ全ての場所で実行された犯罪の処罰
に関する合衆国の一般法（general law）は，コ
ロンビア特別区を除き，インディアン・カントリ
ーに適用されるものと規定されている。ただしイ
ンディアンによって他のインディアンの身体若し
くは財産に対して実行された犯罪，又はインディ
アン・カントリーで犯罪を実行し，部族の地域法
24）　拙著『アメリカ・インディアン法研究（Ⅱ）国内の従属国』456頁～457頁参照（2013年）。
25）　See STEPHEN L. PEVAR, THE RIGHTS OF INDIANS AND TRIBES 129 （4th ed. 2012）.
26）　See Jeana Petillo, Note, Domestic Violence in Indian Country: Improving the Federal 
Covernment’s Response to the Grave Epidemic, 45 CONN. L. REV. 1841, 1851─52 （2013）; CASES 
AND MATERIALS, supra note 23, at 533.
27）拙著・拙著『アメリカ・インディアン法研究（Ⅰ）インディアン政策史』457頁～458頁参照　
（2012年）。
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（local law）によって刑罰が科せられたインディ
アン，又は条約による訴訟上の合意によって個々
に当該犯罪に対する排他的管轄権がインディアン
部族に保障され又はされ得る事件には適用されな
いものとする（第1152条）
28）
。従って本法は，イン
ディアンによって非インディアンに実行された犯
罪及び非インディアンによるインディアンに対す
る犯罪のみに適用される
29）
。
一般法律第280号
30）
（Pub. L. 83─280）
18 U.S.C. § 1162
25 U.S.C. § 1360
1953
インディアン・カントリーの領域内におけるほ
とんどの刑事事件並びに多くの民事事件の連邦
管轄権を， 5 州（カルフォルニア，ミネソタ
（レッド・レーク保留地を除く。），ネブラスカ，
オレゴン（ウォーム・スプリングス保留地を除
く。）及びウィスコンシン（メノミニー保留地を
除く。）。後にアラスカ準州が，1958年 8 月 8 日
改正法によって加えられた。）に委譲した。加え
て本法は，他の州に部族に対する完全な又は部
分的な管轄権の引受けについての選択権を与え
た。インディアン・カントリー内で非インディ
アンによって実行された犯罪及び MCA の適用
を受けるインディアン・カントリー内でインデ
ィアンによって実行された犯罪を起訴するのは
連邦ではなく，管轄権を引受けた州ということ
になる。本法の目的は，インディアン・カント
リーにおける法の執行を改善することにあると
されたが，部族の刑事管轄権をさらに複雑にす
ることになった。部族に対する管轄権を引受け
るよう要請された多くの州は，連邦による財政
的支援がなかったがために挫折してしまう
31）
。
インディアンの
市民的権利に
関する法律
32）
（IRA）
25 U.S.C. § 1301 1968
1961年，上院司法委員会の「憲法上の権利に関
する小委員会」は，インディアン部族の支配下
にある人の市民的権利に関する問題を調査する
ために公聴会の開催を開始し，合衆国憲法が合
衆国政府に対して課すと同様の制限を部族に対
して課す法案を企図し，同委員会で採択した修
正案が合衆国議会において制定された。部族裁
28）See CASES AND MATERIALS, supra note 23, at 532─33.
29）See PEVAR, supra note 25, at 129.
30）拙著・前掲註24，434頁～437頁，458頁～459頁参照。
31）See Petillo, supra note 26, 1852─53.
32）拙著・前掲註24，437頁～440頁。
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判所において審理される全ての被告人に対して
基本的な手続的権利及び実体的権利が拡大・保
障されることになった。
Duro─fix
33）
（ICRA 改正）
25 U.S.C. § 1301 1991
1968年 ICRA を改正し，インディアン部族は全
てのインディアン（非構成員を含む。）に刑事管
轄権を行使し得るとした。連邦による権限の委
任ではなく，部族主権の法理に基づくものであ
る。
インディアン
部族裁判法
34） 25 U.S.C. § 3601 1993
1975年制定の「インディアン自決及び教育援助
法」
35）
（ISDEAA）に基づいて制定された本法は，
内務長官にインディアン部族政府による部族裁
判制度及び伝統的な部族の司法活動の発展，そ
の質の向上並びに継続的実施の目的で，歳出配
分承認法に規定された範囲内でさまざまな財政
支援を行なう権限を付与している。
2 ．主要判例
事件名 搭載判例集 年 判決内容
Johnson v. 
M’Intosh
36）
21 U.S. （ 8  Wheat.）
543 （1823）.
1823
発見は，インディアンの占有権原を失わせる排
他的権利を購入又は征服のいずれかによって発
見者たるヨーロッパ諸国に与る。
Cherokee Nation 
v. Georgia
37）
30 U.S. （ 5  Pet.）
1  （1831）.
1831
インディアン部族は，国内の従属国であり，半
開化の状態にある。合衆国との関係は，後見人
と被後見人の関係に類似し，部族は完全に合衆
国の主権と支配の下にある。
Worcester v. 
Georgia
38）
30 U.S. （ 6  Pet.）
515 （1832）.
1832
インディアン・ネーションは，固有の自然権を
保持する別個，独立の政治的共同体である。州
法は，インディアン・カントリーにおいて拘束
力をもたない。
33）See PEVAR, supra note 25, at 130. See also Act of Nov. 5, 1990 §§ 8077（b）─（d）, 104 Stat. 
1892 （1990） （temporary legislation）; Act of Oct. 28, 1991 Pub. L. No. 102─137, § 1, 102 Stat. 
646 （codified at 25 U.S.C. § 1301（ 2 ）, （ 4 ）.
34）拙著・前掲註24，440頁～443頁。
35）拙著・前掲註27，553頁～570頁参照。
36）拙著・前掲註24，273頁～281頁参照。
37）拙著・前掲註24，281頁～287頁参照。
38）拙著・前掲註24，287頁～298頁参照。
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United States v.
McBratney
39）
104 U.S. 621 
（1882）.
1882
州の刑事裁判権は，インディアン・カントリー
で非インディアンが非インディアンに対して犯
した犯罪に及ぶ。
Ex parte Crow 
Dog
40）
109 U.S. 556 
（1883）.
1883
部族自治及びインディアン・カントリーにおけ
る州の管轄権限の欠如を再承認し，インディア
ン・カントリーにおける部族内の犯罪に連邦の
管轄権は及ばない。
United States v.
Kagama
41）
118 U.S. 375 
（1886）.
1886
インディアン問題に対する合衆国議会の無条件
の権限（plenary power）に基づいて，1885年制
定の MCA を合憲と判断した。
Talton v. Mayes
163 U.S. 376 
（1896）.
1896
合衆国憲法修正第 6 条は，インディアン部族に
適用されない。蓋し犯罪を訴追する部族の権限
は，合衆国憲法によって創りだされたものでは
ないからである。
Oliphant v.
Suquamish Indian 
Tribe
42）
435 U.S. 191 
（1978）.
1978
インディアン問題に対する部族裁判所は，非イ
ンディアンがインディアン・カントリー内で実
行した犯罪について管轄権を行使できない。た
だし合衆国議会は，非インディアンに対する部
族の刑事管轄権を復帰させることができる。
United States v.
Wheeler
43）
435 U.S. 313 
（1978）.
1978
合衆国憲法修正第 5 条にいう二重の危険の防止
は，連邦と部族との刑事管轄権が競合する場合
に適用されない。
Santa Clara Pueblo 
v. Martinez
44） 436 U.S. 49 （1978）. 1978
合衆国憲法制定以前から存在する別個の主権国家
として，部族は連邦及び州の権限への制限として
構成された合衆国憲法の諸規定に拘束されない。
従って合衆国憲法の権利章典は，部族裁判所にお
ける刑事被告人に適用されない。ただし合衆国法
律集第25編第1303条にいう人身保護令状について
は，部族裁判所において適用される。
California v.
Cabazon Band of 
Mission Indian
45）
480 U.S. 202 
（1987）.
1987
州のみならず郡は，インディアンの保留地の内
で当該州又は郡の賭博取締法を執行する権限を
もたない。
39）拙著・前掲註24，465頁～467頁参照。
40）拙著・前掲註27，310頁～316頁参照。
41）拙著・前掲註27，316頁～323頁参照。
42）拙著・前掲註24，470頁～476頁参照。
43）拙著・前掲註24，476頁～482頁参照。
44）拙著・前掲註24，559頁～562頁参照。
45）拙著・前掲註24，482頁～486頁参照。
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1 ．主要立法
III　インディアン・カントリーにおける家庭内暴行関連法
1 ．合衆国憲法
　（1）　インディアン・カントリーにおける家庭内暴行と刑事管轄権に関連
する「合衆国憲法」の条項を，便宜的に挙げる
48）
。
第 4条第 1節
　各州は，他の全ての州の法令，記録及び司法手続に対して十分な信頼と信
用を与えなければならない。合衆国議会は，これらの法令，記録及び手続を
証明する方法並びにその効力について一般的な法律を定めることができる。
第 4条第 2節
　各州の市民は，他のいずれの州においても，その州の市民が有する全ての
特権及び免除特権を享受する資格を有する。
修正第 5条
　……何人も，法の適正な手続によらずに生命，自由又は財産を奪われな
い。……
修正第 6条
　全ての刑事上の訴追において被告人は，犯罪が行われた州の当該地区（地
区は予め法律により確定しなければならない。）の公平な陪審による迅速か
Duro v. Reina
46） 495 U.S. 676 
（1990）.
1990
部族裁判所は，部族の構成員ではないインディ
アンに刑事管轄権を行使することは部族の従属
的地位と矛盾するが故に認められない。
United States v.
Lara
47）
541 U.S. 193 
（2004）.
2004
連邦と部族が別個に訴追することは，部族が非
構成員のインディアンを訴追した場合，二重の
危険の防止に抵触しない。改正 ICRA は，合衆
国議会の無条件の権限に基づいて合憲である。
46）拙著・前掲註24，486頁～490頁参照。
47）拙著・前掲註24，490頁～493頁参照。
48）合衆国憲法の訳は，高橋和之編『［新版］世界憲法集』（2007年）による。
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つ公開の審理を受ける権利を有する。被告人は，嫌疑の性質及び理由につい
て告知を受け，自己に不利益な証人に対面して尋問を行い，自己に有利な証
人を得るために強制手続をとり，及び自己の防衛のために弁護人の援助を受
ける権利を有する。
　（2）　合衆国最高裁判所は，1963年の Gideon v. Wainwright
49）
（以下，「Gideon
判決」という。）で修正第 6 条にいう弁護人の援助を受ける権利は修正第14条
の規定を通して州に適用されると判示しているが，合衆国最高裁判所は公平
性と弁護人が付されていない有罪決定への信頼性に焦点を当て，当該権利は
生命及び自由（life and liberty）にとって本質的な権利であり，弁護人は公平
な審理（fair trial）を受けるために被告人にとって最重要であるとし，また被
告人 1 人では適切に自身を防禦し，無罪を立証する法的技術及び知識を持ち
合わせない判示している
50）
。合衆国最高裁判所は，1972年の Argersinger v. 
Hamilton
51）
（以下，「Argersinger 判決」という。）で Gideon 判決と同様に，指名さ
れる弁護人は公平な審理確保の前提であり，被告人が承知の上で権利を放棄
（waiver）していない限り，重罪（felony）であろうと軽罪（misdemeanor）であろう
と拘禁刑が科される結果となる全ての起訴に要請されるとした
52）
。Argersinger 判
決後，弁護人の援助を受ける権利の射程について混乱があったが，合衆国最
高裁判所は1979年の Scott v. Illinois
53）
（以下，「Scott 判決」という。）で拘禁は厳
罰であるが故に被告人は弁護人が付されない限り拘禁の判決が下されてはな
らないとし，以下のように理由づけている。「Argersinger 判決の重要な前
提─実際の拘禁は，本質的に罰金（fine）又は単なる拘禁の脅威（threat to 
imprisonment）とは異なる刑罰であるということ─は，極めて正当であり，
実際の拘禁の選択が弁護人の援助を受ける憲法上の権利を確定する境界線と
49）　372 U.S. 335 （1963）.
50）　Id. at 342─35. 
51）　407 U.S. 25 （1972）.
52）　Id. at 36─37.
53）　440 U.S. 367 （1979）.
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なる。」と判示している。つまり Scott 判決は，実際の拘禁刑─実刑判決
としての拘禁─に処せられる場合には，弁護人の援助を受ける権利は保障
されなければならないとした。換言すれば貧困な被告人は，当該被告人に対
する有罪決定が罰金又はその他の非拘禁刑（noncustodial punishment）である
場合には，弁護人の援助を受ける権利を保障されないとしてもそれは修正第
6 条違反にはならないとしたのである
54）
。
　以上のことからして，被告人が有罪決定で拘禁の実刑判決に処せられる場
合であって，被告人が指名される弁護人を付されず又は弁護人の援助を受け
る権利を放棄していない場合に，当該有罪決定はその後の訴訟手続で何らか
の目的に使用することはできないことになる。かかる点に関して合衆国最高
裁判所は，1967年の Burgett v. Texas
55）
（以下，「Burgett 判決」という。）で被告人
が弁護人の援助を受ける権利を侵害された状態で言い渡された有罪決定は，
その後の訴訟手続において「他の犯罪の有罪性（guilt）を支持するため又は
他の犯罪について刑罰を加重する（enhance punishment）するためのいずれに
も」
56）
使用することはできないと判示している。Burgett 判決において合衆国
最高裁判所は，弁護人の援助を受ける権利を侵害して州裁判所で言い渡され
た重罪の有罪決定は，その後の常習犯に関する法律（recidivist statute）に規
定された以前の重罪の要素（prior─felony element）を立証するために使用する
ことは認められず，憲法的に見て根拠が薄弱な有罪決定を使用することは
「被告人が事実上，被告人の修正第 6 条の権利の以前の剝奪で新規に（anew）
罰せられる」
57）
原因となると判示している。かかる点に関してその後合衆国最
高裁判所は，United States v. Tucker
58）
で弁護人を付されていない有罪決定
はその後の有罪決定で長期の拘禁を科す際に依存することはできないとし
59）
，
54）　Id. at 373─74.
55）　389 U.S. 109 （1967）.
56）　Id. at 115.
57）　Id.
58）　404 U.S. 443 （1972）.
59）　Id. at. 448.
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Loper v. Beto
60）
（以下，「Loper 判決」という。）で被告人の信用性を告発するため
に Gideon 判決によった場合に憲法上無効な有罪決定を使用することは，以
前の有罪決定が信頼性を欠くが故に被告人から法の適正手続の権利を奪うこ
とになる
61）
と判示している。
　しかし合衆国最高裁判所は，その後の判決で 2 つの例外を認めている。第
一に1980年の Lewis v. United States
62）
（以下，「Lewis 判決」という。）では有罪と
決定された重罪犯人たる被告人について，小火器（firearm）を不法に所持し
ていたとして審理中に当該被告人の以前の弁護人を付されなかった有罪決定
が証拠採用されることが認められた
63）
。合衆国最高裁判所は，Burgett 判決及
び Loper 判決は下級審判決破棄の理由として責任に焦点を当てたものであ
ると理由づけ，Lewis 判決における事件において小火器所持禁止法の目的は
責任にあるのではなく，犯罪者から小火器を遠ざけることにあるとし，弁護
人を付されなかった以前の有罪決定の使用を認めている
64）
。第二に1994年の
Nichols v. United States
65）
（以下，「Nichols 判決」という。）においては，Scott 判
決に基づいて，弁護人を付されなかった被告人に拘禁刑が科されなかった有
罪決定（薬物を用いたうえでの運転（DIU）で州法の軽罪に当たるとして罰金250ドルに
処せられていた。）はその後の有罪決定（連邦の薬物法違反）の量刑を加重するた
めに（25月の拘禁）使用され得ると判示している
66）
。Nichols 判決において合衆
国最高裁判所は，後の事実審理における以前の有罪決定の使用は以前の有罪
決定について科された刑罰を変更するものではないと認定した。従ってその
時点で有効な有罪決定は，刑罰の加重を支持するために使用され得るとする
ことが論理的であるとしたのである。さらに合衆国最高裁判所は，弁護人が
付されていない軽罪の有罪決定の使用は刑の宣告のための量刑審理手続
60）　405 U.S. 473 （1972）.
61）　Id. at 483─84.
62）　445 U.S. 55 （1980）.
63）　Id. at 57.
64）　Id. at 67.
65）　511 U.S. 738 （1994）.
66）　Id. at 748─49.
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（sentencing hearing）の間に採用されるより厳格ではない基準と調和すると判
示している
67）
。
2 ．インディアン・カントリー
　（1）　合衆国法律集第18編（犯罪及び刑事手続）第 1 部（犯罪）第53章（インデ
ィアン）第1151条に「インディアン・カントリー」について以下の定義規定
を置いている。
第1151条
68）
（インディアン・カントリーの定義）
　本編〔犯罪及び刑事手続〕第1154条〔インディアン・カントリー内で分配
されたアルコール飲料〕及び第1156条〔不法に所持されたアルコール飲料〕
において別に規定される場合を除いて，「インディアン・カントリー」とい
う用語は，本章〔第53章─インディアン〕で使用される場合，以下の各項に
定めるところを意味する。
（a）　全ての譲渡証書（patent）の交付にも拘らず，合衆国政府の管轄下にあ
るインディアンの保留地の境界内にある全ての土地であって，当該保留地を
走行する通行権（right─of─way）を含む。
（b）　始原的に取得されたテリトリーであろうと又はその後に取得されたテリ
トリーであろうと，及び州の領土内であろうと又は州の領土外であろうと，
合衆国の領土内の全ての従属的インディアン・コミュニティ（dependent 
Indian community）。
（c）　インディアンの権原（title）が消滅さえられていない全てのインディア
ン割当地（allotment）であって，当該割当地を走行する通行権を含む。
　（2）　第1151条は，後述する2013年 VAWA 第904条第 a 項第 3 号（合衆国
法律集第25編第1304条第 a 項第 3 号）及び同法第905条第 e 項（合衆国法律集第18編
第2265条第 e 項）において準用する旨が規定されている。
67）　Id. at 746─48.
68）　Act of June 25, 1948, ch 645, § 1, 62 Stat. 757; Act of May 24, 1949, ch. 139, § 25, 63 Stat. 
94. 詳細について拙著・前掲註24，169頁～202頁参照。
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3 ．ICRA
　（1）　1968年制定の ICRA は，合衆国法律集第25編（インディアン）第15章
（インディアンの憲法上の権利）第 1 節（一般規定）に編纂されている。ICRA の
中心となる規定は，以下の通りである。〔〕内は，合衆国法律集の条数を示
す。
第201条
69）
（定義）〔25 U.S.C. § 1301〕
　本節において次の各項に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定める
ところによる。
　（ 1 ） 　「インディアン部族」とは，合衆国の管轄権に服し，及び自治権
（powers of self─government）を有するものとして承認された全ての部
族，バンド（band）又はその他の団体（group）をいう。
　（ 2 ） 　「自治権」とは，インディアン部族によって保持される執行権，立法
権及び司法権の政府権限並びに当該権限が行使されるインディアン犯罪
裁判所を含む全ての役所，機関及び法廷を指していい，及びそれを含
み，並びに全てのインディアンに対して刑事管轄権の行使を承認され，
及び追認されるインディアン部族の固有の権限を意味する。
　（ 3 ） 　「部族裁判所」とは，全てのインディアン部族裁判所又はインディア
ン犯罪裁判所をいう。
　（ 4 ） 　「インディアン」とは，第18編第1153条〔インディアン・カントリー
内で実行された犯罪〕が適用されるインディアン・カントリー内で当該
条項に規定された犯罪を実行した場合，当該規定の下でインディアンと
して合衆国の管轄権に服す全ての者をいう。
第202条
70）
（憲法上の権利）〔25 U.S.C. § 1302〕
　いかなるインディアン部族も，自治権を行使するに際して以下の各号に定
める事項を実行することはできない。
　（ 1 ） 　宗教の自由な活動を禁止し，又は言論若しくは出版の自由若しくは平
69）　Act of Apr. 11, 1968, Pub. L. No. 90─284, Title II, § 201, 82 Stat. 77 （codified as amended, 
at 25 U.S.C. § 1301）.
70）　Act of Apr. 11, 1968, Pub. L. No. 90─284, Title II, § 202, 82 Stat. 77 （codified as amended, 
at 25 U.S.C. § 1302）.
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和裡に集会し，及び苦痛の原因を取り除くために請願をする人々の権利
を剥奪する法を制定し，又は強制すること。
　（ 2 ） 　人の身体，住居，書類及び書類の安全を確保する権利を侵害し，宣誓
若しくは断定的な証言によって裏づけられた相当な理由があり，及び捜
索する場所及び逮捕すべき容疑者の氏名並びに押収すべき物件の名を具
体的に明記した場合を除いて，令状を発行すること。
　（ 3 ）　人が，同一の犯罪について二度危険にさらされること。
　（ 4 ） 　何人に対しても，刑事事件において自己に不利益をもたらす証言を強
制すること。
　（ 5 ） 　何人に対しても，正当な補償なくして自己の財産を公共の用に徴収す
ること。
　（ 6 ） 　刑事訴追を受けた人に迅速かつ公開の裁判を受け，訴追の性格及び理
由について説明を受け，自己に不利益な証言をする者と対決し，及び自
己に有利な証人を得るために強制的手続を用い，並びに自己防衛のため
に自費で弁護人の援助を受ける権利を否定すること。
　（ 7 ） 　過大な額の保釈金を要求し，過重な罰金を科し，残酷かつ異常な刑罰
を与えること，及び全ての場合にあらゆる犯罪の有罪決定に 6 月以上の
拘禁又は500ドル以上の罰金に処し，又はこれを併科に処すこと。
　（ 8 ） 　インディアン部族の支配下にある人に対して部族法による平等な保護
を拒否し，又は法の適正な手続によらないで全ての人の自由若しくは財
産を奪うこと。
　（ 9 ） 　私権剥奪法案又は事後法を制定すること。
　（10） 　拘禁をもって処罰すべき犯罪で逮捕・起訴された全ての人の要請に基
づいて 6 人を超えない員数で構成される陪審による正式事実審理を受け
る権利を否定すること。
第203条
71）
（人身保護令状）〔25 U.S.C. § 1303〕
　人身保護令状の特権は，合衆国裁判所においてインディアン部族の命令に
よる抑留の合法性を審理するため，全ての者に利用可能なものと見做されな
ければならない。
71）　Act of Apr. 11, 1968, Pub. L. No. 90─284, Title II, § 203, 82 Stat. 78 （codified at 25 U.S.C. § 1303）.
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　（2）　1960年代後半の市民権運動（Civil Rights Movement）を契機として合衆
国議会は，部族裁判所において生じていた市民的権利の侵害の問題に対応す
べく ICRA を制定した
72）
。
　ICRA は，「他のアメリカ人に保障されている権利をアメリカ・インディ
アンに認める」
73）
手段として制定されたが，彼らインディアンは，ICRA は政
府に関する外国の原理を強制し，彼らの部族主権
74）
（tribal sovereignty）へ制約
を課すものであるとして反対した
75）
。
　上に述べたように修正第 6 条は被告人を拘禁に処す場合には，任命された
弁護人が付されなければならないとしているが，合衆国憲法の権利章典は部
族裁判所における被告人には適用されない。蓋し合衆国最高裁判所は，イン
ディアン部族は国内の従属国（domestic dependent nation）として完全なる主権
（full sovereignty）を有しないが，彼ら自身の内部の問題及び社会的問題を規
制する権能を有するとしてきている
76）
からである。従って ICRA の下では，
量刑は 6 月以下の拘禁又は500ドル以下の罰金又は併科に処すことに限定さ
れ，弁護人の依頼は自費で弁護人を附す権利が認められるのみである（2010
年制定の TLOA で，部族裁判所は被告人を 1 つの犯罪につき 1 年以上 3 年以下の拘禁に
処すことができる（合衆国法律集第25編第1302条第 b 項）と規定し，被告人に総期間 1 年
以上の拘禁に処す場合の刑事手続においては被告人に少なくとも合衆国憲法で保障されて
いるのと同等の効果的な弁護人の援助を受ける権利を付与しなければならない（合衆国法
律集第25編第1302条第 c 項第 1 号参照）と規定されていくことになる。
77）
）。
72）　Nicholas LeTang, United States v. Bryant and the Subsequent Use of Uncounseled Tribal 
Court Convictions in State or Federal Prosecution, 77 MONN. L. REV. 211, 215─16 （2016）.
73）　COHEN’S HANDBOOK OF FEDERAL INDIAN LAW § 1.07, at 97 （Nell Jessup Newton, et al. ed., 
2012）［hereinafter COHEN’S HANDBOOK, 2012 ed.］.
74）　拙著・前掲註24，243頁～306頁参照。
75）　JUSTIN B. RICHLAND & SARAH DEER, INTRODUCTION TO TRIBAL LEGAL STUDIES 237 （2004）. See also 
Robert J. McCarthy, Civil Rights in Tribal Courts: The Indian Bill of Rights at Thirty Years, 34 
IDAHO L. REV. 465, 469 （1998）.
76）　Talton v. Mayes, 163 U.S. 376, 384 （1896）. See also Santa Clara Pueblo v. Martinez, 436 
U.S. 49, 56 （1978）; Tom v. Sutton, 533 F. 2 d 1101, 1102─03 （9th Cir. 1976）.
77）　See LeTang, supra note 72, at 216.
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4 ．2005年 VAWA
　（1）　2006年に制定された2005年 VAWA 第 9 編の規定は，以下の通りで
ある。〔〕内は，合衆国法律集の条数を示す。
第 9編　インディアン女性への安全
第901条（認定）〔42 U.S.C. § 3796gg─10 note〕
第902条
78）
（目的）〔42 U.S.C. 3796gg─10 note〕
　本編の目的は，以下に定めるところによる。
　（ 1 ）　インディアン女性に対する暴力犯罪の事故を減少させること。
　（ 2 ） 　インディアン部族が，インディアン女性に対する暴力犯罪に対応する
ためにその主権的権限を行使する当該部族の権能を強化すること。
　（ 3 ） 　インディアン女性に対する暴力犯罪の加害者が，その犯罪行為につい
て責任があることを確実にすること。
第903条（協議）〔42 U.S.C. § 14045d〕
第904条（ インディアン女性に対する暴力の分析と研究）〔42 U.S.C. § 3796gg─
10 note〕
第905条（インディアン女性に対する暴力の追跡）〔28 U.S.C. § 534 note〕
第906条（インディアン部族政府への承認）〔42 U.S.C. § 3796gg─10〕
第907条（対女性暴力局部族副局長）〔42 U.S.C. § 3796gg─11〕
第908条（刑法の財源）〔42 U.S.C. § 3796gg─11〕
第909条
79）
（常習犯による家庭内暴行）〔18 U.S.C. § 117〕
　 　合衆国法律集第18編〔犯罪及び刑事手続〕第 7 章〔暴行〕は，末尾に第
117条を加えることによって改正される
第117条（常習犯による家庭内暴行）
（a）　（一般規定）
　 　合衆国又はインディアン・カントリーの特別な海事及び領域的管轄権内で
家庭内暴行を犯した者であって，連邦，州又はインディアン部族の裁判所の
訴訟手続において少なくとも 2 つの異なった以前の〔犯罪〕理由に基づいて
78）　Act of Jan. 5, 2006, Pub. L. No. 119─162, Title IX, § 902, 119 Stat. 3078 （codified at 42 
U.S.C. § 3796gg─10 note）.
79）　Act of Jan. 5, 2006, Pub. L. No. 109─162, Title IX, § 909, 119 Stat. 3084; Act of May 20, 
2014, Pub. L. No. 113─104, § 3, 128 Stat. 3084 （codified at 25 U.S.C. § 3796gg─10 note）.
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最終の有罪決定を受けた者は，連邦管轄権に服す場合に以下に定める犯罪に
ついて本編に基づいて罰金又は 5 年以下の拘禁に処せられ，又は併科に処せ
られる。ただし，本条に基づく暴力によって重大な肉体的損傷を与えた場
合，10年以下の拘禁に処せられる。
　（ 1 ） 　配偶者若しくは近親者又は家庭内暴行を加える者の監護を受けている
子どもに対する暴行，性的虐待（sexual abuse）若しくは重大な暴力的
重罪（serious violent felony）。
　（ 2 ）　第110A 章［合衆国法律集第18編第2261条以下］に基づく犯罪。
（b）　（家庭内暴行の定義）
 　本条において「家庭内暴行」とは，被害者の現在若しくは以前の配偶者，
親，子ども又は後見人，被害者と子どもを共有する者，配偶者，親，子ども又
は後見人として被害者と同棲し若しくは同棲してきた者，又は被害者の配偶
者，親，子ども又は後見人に類似する立場にある者によって実行される暴行を
いう。
　（2）　合衆国議会は，合衆国法律集第18編第117条をインディアン・カント
リーにおける多発化している家庭内暴力を減少させるために制定した。第
117条は，常習的に家庭内暴力を行う犯罪者により厳しい刑罰を科し，当該
目的のために家庭内暴力についての部族裁判所の有罪決定を使用するために
新たな連邦犯罪を新設したのである。第117条に従えば合衆国又はインディ
アン・カントリーの領域的管轄権内で家庭内暴行を犯した者であって，連
邦，州又はインディアン部族の裁判所の訴訟手続において少なくとも 2 つの
異なった以前の理由で最終の有罪決定を受けた者は連邦政府によって訴追さ
れ，罰金又は 5 年以下の拘禁又は併科に処せられる（暴力によって重大な肉体的
損傷を与えた場合，10年以下の拘禁）ことになった。
　第117条制定以前連邦検察官は，MCA に列挙規定された重罪となる暴行
事件のみを処理することに制限されていた。従って検察官は，被害者に重大
な身体的危害が加えられない限り，常習的家庭内暴力を訴追できなかった。
また後述する TLOA は，部族裁判所は被告人を 1 つの犯罪につき 1 年以上
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3 年以下の拘禁に処すことができる（合衆国法律集第25編第1302条第 b 項）と規
定し，拘禁を 3 年以下としている。さらに部族が 1 年以上の拘禁を科す場合
には，被告人に弁護人を付さなければならず（同第1302条第 c 項第 2 号），訴訟
手続を統括する裁判官は，①刑事手続を統括するに十分な法的訓練を受けて
いること，②合衆国内の管轄区によって発出される法律実務の免許を取得し
ていることが条件とされる（同第1302条第 c 項第 3 号）。しかし，合衆国議会が
1993年12月 3 日に制定した「インディアン部族裁判法」
80）
（the Indian Tribal 
Justice Act）第 2 条第 8 号（合衆国法律集第25編第3601条第 8 号）に規定している
ように，多くの部族裁判所は財政的に逼迫しており，その裁判所としての機
能が削がれているのが現状であって，弁護人による完全な防御権を被告人に
提供するのは不可能な状態にある。第117条の新設は，連邦検察官が常習的
に家庭内暴力を行う者を連邦裁判所に起訴し得るものとすることによってイ
ンディアン・カントリーないし保留地から家庭内暴力を撲滅しようとの合衆
国議会の意図を充足するものである
81）
。
5 ．TLOA
　（1）　2010年制定の TLOA 第234条は，ICRA に追加規定したものである。
〔〕内は，合衆国法律集の条数を示す。以下，抄訳を試みる。第234条につい
ては，一部手を加えた。
第 2編　インディアンの法と秩序
第A章　連邦の実施義務と連携
第211条（司法サービス局の責任）〔25 U.S.C. § 280（b）〕
第212条（計画の報告）〔25 U.S.C. § 2809〕
第213条（インディン・カントリーにおける犯罪の訴追）〔25 U.S.C. § 543〕
80）　Act of Dec. 3, 1993, Pub. L. No. 103─176, 107 Stat. 2004.
81）　See Monique Kreisman, Note, United States v. Bryant, Federal Habitual Offender Laws, 
and the Rights of Defendant in Tribal Courts: A Better Solution to Domestic Violence, 39 
CAMPBELL L. REV. 205, 208─09 （2017）; LeTang, supra note 72, at 220.
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第214条（執行）〔25 U.S.C. § 3653〕
第B章　州の実施義務と連携
第221条（州刑事管轄権と財源）〔25 U.S.C. § 1321（a）〕
第222条（州，部族及び地方の法執行の協力）〔25 U.S.C. § 2815〕
第C章　部族法執行機関及び部族政府への権限付与
第231条（部族警察署）〔25 U.S.C. § 2802（e）〕
第232条（インディアン・カントリーにおける麻薬取締り）〔21 U.S.C. § 872〕
第233条（国家犯罪情報データベースの利用）〔28 U.S.C. § 534〕
第234条
82）
（部族裁判所の宣告権限）〔25 U.S.C. § 1302〕
（a）　（個人の権利）
　ICRA 第202条（合衆国法律集第25編第1302条）を以下のように改正する。
　（ 6 ） 　刑事訴追を受けた人に迅速かつ公開の裁判を受け，訴追の性格及び理
由について説明を受け，自己に不利益な証言をする者と対決し，及び自
己に有利な証人を得るために強制的手続を用い，並びに自己防衛のため
に自費で弁護人の援助を受ける権利を否定すること（ただし，第 b 項
に定める場合を除く。）。
　（ 7 ）（A） 　過大な額の保釈金を要求し，過重な罰金を科し，又は残酷かつ異
常な刑罰に処すこと。
　　　（B） 　（C）に定める場合を除いて 1 つの犯罪の有罪決定に 1 年以上の拘
禁又は5,000ドル以上の罰金又は併科に処すこと。
　　　（C） 　第 b 項の規定に従うことを条件として， 1 つの犯罪の有罪決定に
3 年以上の拘禁又は15,000ドル以上の罰金又は併科に処すこと。
　　　（D） 　刑事手続に付される者に総刑期 9 年以上の拘禁に処すこと。
（b）　（ 1 年以上の拘禁又は5,000ドル以上の罰金に処せられる犯罪）
　部族裁判所は，被告人が以下に定める犯罪によって起訴された場合，当該
被告人を 1 件の犯罪につき 1 年以上 3 年以下の拘禁又は5,000ドル以上1,5000
ドル以下の罰金又は併科に処すことができる。
　（ 1 ） 　合衆国内の裁判権によって以前に同一の又は同等の犯罪について有罪
決定を受けた者。
　（ 2 ） 　合衆国又は州によって起訴された場合， 1 年以上の拘禁で処罰され得
82）　Act of July 29, 2010, Pub. L. No. 111─211, Title. II, § 234（a）, 124 Stat. 2261 （codified at 25 
U.S.C. § 1302）.
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る犯罪と同等の犯罪で起訴されている者。
（c）　（被告人の権利）
　インディアン部族が自治権を行使するに際して被告人に総刑期 1 年以上の
拘禁に処す場合の刑事手続においては，当該部族は以下に定める事項を遵守
しなければならない。
　（ 1 ） 　被告人に少なくとも合衆国憲法で保障されているのと同等の効果的な
弁護人の援助を受ける権利を与えること。
　（ 2 ） 　貧困な被告人に適切な免許取得の基準を適用する合衆国内の管轄区に
よって発出される法律実務の免許を取得した被告人側弁護人を部族政府
の費用をもって付し，並びに当該弁護人の権限と職業的責任の行使を効
果的に確保すること。
　（ 3 ）　刑事手続を統括する裁判官に以下に定める事項を求めること。
　　　（A）　刑事手続を統括するに十分な法的訓練を受けていること。
　　　（B） 　合衆国内の管轄区によって発出される法律実務の免許を取得して
いること。
　（ 4 ） 　被告人の起訴前に部族政府の刑法（規則及び解釈書を含む。），証拠準
則及び刑事訴訟規則（一定の条件の下において裁判官を忌避することの
できる準則を含む。）を公的に利用可能とすること。
　（ 5 ） 　公判手続のオーディオ又はその他の録音を含む刑事手続記録を保管す
ること。
（d）（刑の宣告）
（e）（犯罪の定義）
　本条において「犯罪」とは，刑法違反をいう。
（f） 　本条のいかなる規定も，合衆国によってインディアン・カントリーにお
ける犯罪行為を捜査し，及び訴追するための権限を委任されてきた合衆国
又は州政府の義務にいかなる影響をも与えるものではない。
第235条（インディアン法及び秩序委員会）〔25 U.S.C. § 2812〕
第236条（インディアンのディスプレイ材料の免除）〔18 U.S.C. § 845（ａ）〕
　（2）　TLOA の制定によって部族裁判所が，被告人を 1 件の犯罪につき 1
年以上 3 年以下の拘禁又は5,000ドル以上1,5000ドル以下の罰金又は併科に処
すことができる犯罪類型を規定し（合衆国法律集第25編第1302条第 b 項），最大限
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9 年の拘禁を科すことができるようになった（同編同条第 a 項第 7 号（Ｄ））。そ
して1968年の ICRA に比較して被告人の権利保障が拡充された。特段に被
告人に総刑期 1 年以上の拘禁に処す場合の刑事手続においては，被告人側弁
護人を部族政府の費用をもって付すことが義務づけられた（同編同条第 c 項第
2 号）。ギンズバーグ裁判官（Ginsburg, J.）は，Bryant 判決
83）
の法廷意見の中で
合衆国議会は ICRA を改正し，部族裁判所が 3 年以下の拘禁刑を科すこと
ができるよう刑の宣告権限を拡大したが，今日（2016年）までほとんどの部
族はこの刑の加重権限を使用しておらず，州は執行のギャップを満たすこと
ができないか，又は二の足を踏んでいる
84）
と述べ， 1 年の拘禁刑の宣告は常習
的でエスカレートしている暴力を阻止するのには不十分である
85）
としている。　
　さらに TLOA は，アメリカ・インディアン女性に対する家庭内暴力を減
少させるために部族，連邦及び州相互間が共同作業に取組むよう規定を置い
ている（第 A 章及び第 B 章）。
　主な点を幾つか挙げれば，第一に連邦と部族の法執行について相互の情報
交換を推し進めることを規定している（合衆国法律集第25編第2809条）ところ，
連邦の法執行機関は部族の機関と犯罪捜査及び訴追についてについて連携し
なければならないとしている（同編同条第 a 項第 1 号，第 3 号）。そして連邦捜
査局（Federal Bureau of Investigation）は，インディアン・カントリーで捜査さ
れた犯罪類型についてデータを収集するものとすると規定している（同編同
条第 a 項第 2 号）。さらに少なくとも 1 人の連邦副検察官（Assistant United 
States Attorney）がインディアン・カントリーを含む各地区に任命され，イン
ディアン・カントリーで発生する連邦犯罪の訴追について連携しなければな
らないとしている（同編第2810条第 d 項第 1 号）。第二に司法長官の下にあるイ
ンディアン・カントリーの司法サービス局（Office of Justice Services）は，家
庭内暴力及び性的暴力を防止する目的で当該暴力の被害者との面接，当該暴
83）　136 S. Ct. 1954 （2016）.
84）　Id. at 1960.
85）　Id. at 1961.
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力の有罪決定率を増加させるための連邦及び部族の検察官への証拠提出とい
った訓練を含む法執行の訓練並びに技術的援助に努めるものとすると規定し
ている（同編第2802条第 c 項第 9 号）。第三に内務省インディアン問題局（Bureau 
of Indian Affairs）の被用者に家庭内暴力事件における逮捕について強力な権
限を付与し，一定の要件の下にインディアン・カントリー内で実行された家
庭内暴力，恋人による暴力，ストーカー又は保護命令違反について令状なし
での逮捕権を認めている（同編第2803条第 3 号（Ｃ））。
6 ．2013年 VAWA
　（1）　2013年 VAWA 第 9 編は，ICRA に 1 箇条を追加規定している（合衆
国法律集第25編第1304条）。以下，抄訳を試みる。〔〕内は，合衆国法律集の条
数を示す。一部手を加えた。
第904条
86）
（家庭内暴力犯罪に対する部族管轄権）〔25 U.S.C. § 1304〕
（a）　（定義─本条において）
（ 1 ） 　（恋人による暴力（dating violence））
　　 　「恋人による暴力」とは，関係の続いた期間，関係の類型及び関係する
者の間の交渉の頻度によって決定される被害者との恋愛の又は親密な性質
を有する社会的関係にある若しくはあった者によって実行される暴力をい
う。
（ 2 ） 　（家庭内暴力）
　　 　「家庭内暴力」とは，被害者の現在の若しくは以前の配偶者又は親密な
パートナー，被害者と子どもを共有する者，配偶者又は親密なパートナー
として被害者と同棲し若しくは同棲してきた者，又は暴力が発生するイン
ディアン・カントリーに管轄権を有するインディアン部族の家庭内暴力法
又は家族法の下で被害者の配偶者と類似の地位にある者によって実行され
る暴力をいう。
（ 3 ） 　（インディアン・カントリー）
86）　Act of Mar. 7, 2013, Pub. L. No. 113─4, Title IX, § 904, 127 Stat. 120 （codified at 25 U.S.C. 
§ 1304）.
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　　 　「インディアン・カントリー」とは，合衆国法律集第18編第1151条にお
いて定義されるそれをいう。
（ 4 ） 　（参加部族）
　　 　「参加部族」とは，インディアン部族のインディアン・カントリーに対
して特別家庭内暴力刑事管轄権の行使を選択したインディアン部族をい
う。
（ 5 ） 　（保護命令）
　　　　保護命令とは，以下に定めるものをいう。
　　（A） 　他者に対する暴力的若しくは脅迫的行為又はハラスメント，他者に
対する性的暴力，他者との接触若しくは会話，又は他者への物理的接
近を妨げる目的のために民事裁判所又は刑事裁判所によって発出され
る差止命令，禁止命令又はその他の命令をいう。
　　（B） 　独自の訴訟提起によって取得されようとその他の手続における訴訟
係属中の命令（pendent lite order）としてであろうと，民事又は刑事
命令が保護を求める者によって若しくはために不服申立て，請願又は
申立てに応じて発出された場合，民事裁判所又は刑事裁判所によって
発出される一時的命令又は最終的命令を含む。
（ 6 ） 　（特別家庭内暴力刑事管轄権）
　　　　　「特別家庭内暴力刑事管轄権」とは，参加部族がその他の方法で行使し
得ないが本条に基づいて行使し得る刑事管轄権をいう。
（ 7 ） 　（配偶者又は近親者）
　　 　「配偶者又は近親者」とは，合衆国法律集第18編第2266条において定義
されるそれをいう。
（b）　（刑事管轄権の性格（本項は，2015年 3 月 7 日に執行される。））
（ 1 ）　（一般）
　　 　その他の法律の規定にも拘わらず，第201条及び第203条（合衆国法律集
第25編第1301条及び第1303条）によって承認され及び確認された自治権に
加え，参加部族の自治権には，ここにおいて承認され及び確認される全て
の者に対する特別家庭内暴力刑事管轄権を行使するための当該部族の固有
の権限が含まれる。
（ 2 ）　（競合管轄権）
　　 　参加部族による特別家庭内暴力刑事管轄権の行使は，合衆国又は州又は
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両者の裁判権と競合するものとする。
（ 3 ）　（適用性）
　　 　本条のいかなる規定も，以下に定める事項を創出し，排除し，又は影響
を与えるものでもない。
　　（A） 　インディアン・カントリーに対する連邦又は州の刑事管轄権を創出
し若しくは排除すること。
　　（Ｂ） 　合衆国によってインディアン・カントリーにおける犯罪を捜査し，
及び訴追するための権限を委任されてきた合衆国又は州政府の義務に
影響を与えること。
（ 4 ）　（例外規定）
　　（A） 　被害者及び被告人双方が非インディアンである。
　　　　⒤　（一般） 
　　　　　　　 　参加部族は，被告人のみならず被害者がインディアンでない場
合，訴えられた犯罪に対する特別家庭内暴力刑事管轄権を行使で
きない。
　　　　ⅱ　（被害者の定義）
　　　　　　　 　本号において及び保護命令違反に基づいて参加部族が特別家庭
内暴力刑事管轄権を行使する刑事手続に関して，「被害者」とは被
告人が違反した保護命令によって特別に保護される者をいう。
　　（Ｂ） 　（インディアン部族との関係を欠く被告人）
　　　　 　参加部族は，被告人が以下に定める者である場合にのみ特別家庭内
暴力刑事管轄権を行使することができる。
　　　　⒤　参加部族のインディアン・カントリーに居住している者。
　　　　ⅱ 　参加部族のインディアン・カントリー内で雇用されている者。
　　　　ⅲ 　以下に定める者の配偶者，近親者又は恋人（dating partner）。
　　　　　Ⅰ　参加部族の構成員。
　　　　　Ⅱ 　参加部族のインディアン・カントリーに居住しているインディ
アン。
（c）　（犯罪行為（本項は，2015年 3 月 7 日に執行される。））
　参加部族は，以下に定める類型の 1 つ又はそれ以上のそれに該当する犯罪行
為に関して被告人に対する特別家庭内暴力刑事管轄権を行使することができ
る。
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（ 1 ）　（家庭内暴力及び恋人による暴力）
　　 　参加部族のインディアン・カントリー内で起こった家庭内暴力及び恋人
による暴力行為。
（ 2 ）　（保護命令違反）
　　 　以下に定める行為。
　　（A） 　参加部族のインディアン・カントリー内で行なわれた行為。
　　（B） 　以下に定める保護命令の一部に違反した行為。
　　　　⒤ 　他者に対する暴力的若しくは脅迫的行為又はハラスメント，他者
に対する性的暴力，他者との接触若しくは会話，又は他者への物理
的接近を禁止し，又は保護を定める保護命令。
　　　　ⅱ　被告人に対して発出された保護命令。
　　　　ⅲ　参加部族によって強制され得る保護命令。
　　　　ⅳ　合衆国法律集第18編第2265条第 b 項と一致する保護命令。
（d）　（被告人の権利（本項は，2015年 3 月 7 日に執行される。））
　参加部族が特別家庭内暴力刑事管轄権を行使する刑事手続において参加部族
は，以下の各号に定める権利を被告人に付与しなければならない。
（ 1 ）　本法に基づいて適用し得る全ての権利。
（ 2 ） 　一定期間の拘禁に処せられる場合，第202条第 c 項（合衆国法律集第25
編第1302条第 c 項）に規定される全ての権利。
（ 3 ）　以下に定める出所から得られる公平な陪審による審理の権利。
　　（Ａ） 　コミュニティの公平な代表的な面を反映すること。
　　（Ｂ） 　非インディアンを含むコミュニティ内の別個の団体を組織的に排除
しないこと。
（ 4 ） 　その保障が合衆国議会にとって被告人に対する参加部族の特別家庭内暴
力刑事管轄権行使の固有の権限を承認し，及び確認するために合衆国憲法
に基づいて必要とされるその他の全ての権利。
（e）　（拘禁停止の請願）
（f）　（部族政府への承認）
　司法長官は，インディアン部族政府（又はこれら政府の授権された被指名
人）に以下に定める事項に承認を与えることができる。
（ 1 ） 　以下に定めるものを含む特別家庭内暴力刑事管轄権を行使するインディ
アン部族を援助するために部族の刑事司法制度を強化すること。　
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　　（Ａ ）　法の執行（略）
　　（Ｂ ）　起訴
　　（Ｃ ）　事実審及び控訴裁判所
　　（Ｄ ）　保護観察制度
　　（Ｅ ）　拘禁及び矯正施設
　　（Ｆ ）　代替的更生センター
　　（Ｇ ）　文化的に適切な役務及び被害者並びにその家族の援助
　　（Ｈ ）　刑法典及び刑事訴訟規則，上訴手続及び証拠
（ 2 ） 　参加部族が家庭内暴力，恋人による暴力又は保護命令の刑事違反を起訴
する刑事手続において，被告人にとって無料で資格を有する弁護人を貧困
な刑事被告人に付すこと。
（ 3 ）　（略）
（ 4 ）　（略）
（g）　（略）
（h）　（歳出配分予算の承認）
　本条第 f 項を遂行し，訓練，技術的援助，データの蒐集及び参加部族の刑事
司法制度の評価のために2014年度ないし2018年度会計予算年度に5,000,000ドル
の歳出配分を承認する。
第905条
87）
（部族保護命令）〔18 U.S.C. § 2265〕
　合衆国法律集第18編第2265条は，第 e 項を削除し，以下の規定を差し替える
ことによって修正される。
（e）　（部族裁判所管轄権）
　本条の目的にとって部族裁判所は，インディアン部族のインディアン・カ
ントリー（合衆国法律集第18編第1151条に規定される。）全域又はインディ
アン部族の権限が及ぶ全域において，インディアンの土地から違反者を排除
し，その他の適切な作用を使用するために民事的裁判所侮辱手続（civil 
contempt proceeding）を通じての命令を執行する権限を含む，全ての者に
関わる保護命令を発出し，執行する完全なる民事裁判権を有する。
第906条（連邦暴行法改正）〔18 U.S.C. § 113〕
第907条（ インディアン女性に対する暴力の分析と研究）〔42 U.S.C. § 3796gg─10 
87）　Act of Mar. 7, 2013, Pub. L. No. 113─4, Title Ⅸ, § 905, 127 Stat. 124 （codified at 18 U.S.C. § 
2265（e））.
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note〕
第908条（施行日; パイロット・プロジェクト）〔25 U.S.C. § 1304 note〕
第909条（ インディアンの法及び秩序委員会 ; アラスカ地方の裁判及び法執行委
員会報告書）〔25 U.S.C. § 2812 （ｆ）〕
第910条（アラスカ州にとっての特別規則）〔18 U.S.C. § 2265 note〕
　（2）　2006年に制定された合衆国法律集第18編第117条（2005年 VAWA）に
基づいて，インディアンが家庭内暴力の罪で部族裁判所において 2 度の有罪
決定を受けていた場合，連邦政府は常習的家庭内暴力の犯罪者として当該個
人を連邦裁判所に訴追できることになった。しかし第一に第117条は，最も
著しい家庭内暴力事件にのみ応えるものであって，日常生起する家庭内暴力
事件に向けられたものではなかった。第二に第117条は，2013年 2 月28日に
2013年 VAWA が制定されるまでは家庭内暴力の加害者がインディアンであ
る場合にのみ適用されてきた。第三に連邦検察官がインディアン・カントリ
ーで発生した家庭内暴力事件を連邦裁判所に起訴した場合，多くの犠牲者や
その他の部族構成員は，言葉の壁と保留地と連邦裁判所との間の長距離の故
にそうそう連邦裁判所に出向くことができなかった。第四に第117条は，言
語道断ともいえる家庭内暴力事件に応えるのみで，事前に家庭内暴力を防
ぎ，家庭内暴力犯罪者を更生し得るものでもなかった
88）
。
　第四の問題に対応したのが TLOA であるが，第一ないし第三の問題に対
応すべく特別家庭内暴力刑事管轄権を新たに規定した2013年 VAWA は，イ
ンディアン・カントリーでインディアンに家庭内暴力を実行した非インディ
アンを訴追できるとしたことである（合衆国法律集第25編第1304条第 b 項第 4 号
（Ａ）（ⅰ））。同法の下で非インディアンがインディアン・カントリーで家庭内
暴力事件を侵した場合，部族及び連邦政府又は一般法律第280号の適用州が
競合的管轄権を有することになる（同編第1304条第 a 項第 2 号）。2013年 VAWA
88）　Petillo, supra note 26, at 1844─45. See also Kevin K. Washburn, American Indians, Crime, 
and the Law, 104 MICH. L. REV. 709, 710─11 （2006）.
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図 3　被害者及び犯罪者の人種別に見た暴力被害の割合（1992～2001）
89）
単位：%
加害者の人種
被害者の人種 白人 黒人 その他
全ての人種 61 27 13
アメリカ・インディアン 57 9 34
白　人 70 18 13
黒　人 12 80 9
アジア人 37 28 35
・加害者の人種を特定できない被害者の推定597,953人（3.4パーセント）は含まれていない。
・その他の加害者には，アメリカ・インディアン及びアジア人が含まれる。
図 4　加害者の人種及び犯罪類型から見たアメリカ・インディアンの被害状況（1992～2001）
90）
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・犯罪年間平均件数：レイプ / 性的暴力5,919件，窃盗9,090件，加重暴行28,104件，単純暴行70,123件。
・その他にはアメリカ・インディアン及びアラスカ先住民並びにアジア人を含む。
89）　STEVEN W. PERRY, BUREAU OF JUSTICE STATISTICS, U.S. DEP’T OF JUSTICE, AMERICAN INDIAN 
AND CRIME: A BJS STATISCAL PROFILE, 1992─2000 9  （2004）. https://www.bjs.gov/content/
pub/pdf/aic02.pdf （2017年 9 月22日閲覧）
90）　Id. at 9 ─10.
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が制定されることによってアメリカ・インディアン女性に対する家庭内暴力
に対抗する三種の神器が備わったと言えよう。
　図 3 によれば，アメリカ・インディアンに対する暴力の加害者は白人が57
パーセントを占めていることが理解される。また図 4 によれば，アメリカ・
インディアンに対するレイプ及び性的暴力の加害者の 5 人のうち 4 人は白人
であることが理解される。さらにアメリカ合衆国国政調査局（U.S. Census 
Bureau）の調査結果によれば，2010年時点で保留地に住んでいる人々の46パ
ーセントは非インディアンであり，また2010年の時点でアメリカ・インディ
アン女性の59パーセントは非インディアン男性と結婚しているという
91）
。以上
援用した 2 つの資料に従えば，合衆国議会がインディアン部族の非インディ
図 6　インディアンの土地における刑事管轄権概要
94）
【一般法律第280号
95）
適用除外州】
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ンの犠牲者
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の犠牲者
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非インディアンの
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犯罪
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州管轄権州管轄権
連邦
管轄権＊＊
部族管轄権
連邦及び
部族管轄権
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91）　Matthew L.M. Fletcher, NCAI Press Release on VAWA Reauthorization Passage, TURTLE 
TALK （Feb. 28, 2013）, https://turtletalk.wordpress.com/2013/02/28/ncai─press─release─on─
vawa─reauthorization─passage/（2017年 9 月17日閲覧）
92）　435 U.S. 191 （1978）.
93）　Id. at 212.
94）　出典： INDIAN LAW AND ORDER COMMISSION, A ROADMAP FOR MAKING NATIVE AMERICA: 
REPORTS TO THE PRESIDENT AND CONGRESS OF THE UNITED STATES 7  （2013）.  https://www.aisc.
ucla.edu/iloc/report/files/A_Roadmap_For_Making_Native_America_Safer─Full.pdf（2017年 9
月13日閲覧）。尚，細部は州ごとに異なることに注意しなければならない。
95）　Act of Aug. 15 1953, ch. 505, 67 Stat. 588 （repealed and reenacted as amended 1968） 
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アンに対する刑事管轄権を回復させたその立法目的を窺い知ることができる
のである。合衆国最高裁判所も1978年の Oliphant v. Squamish Indian Tribe
92）
で，今日の保留地内での非インディアンによる犯罪の多発化に対応すべく，
インディアン部族が最終的に非インディアンを訴追する権限を付与されるべ
きかどうかを判断する権限は合衆国議会にある
93）
と判示しているところである
（合衆国議会の「無条件の権限の法理」（doctrine of plenary power）に従った解釈）。
Ⅳ　Bryant 判決と修正第 6 条
　合衆国最高裁判所は，2016年の Bryant 判決
96）
で部族裁判所における弁護人
を付されない有罪決定を連邦裁判所又は州裁判所において第117条を適用す
る際に証拠として使用することは修正第 6 条に違反しないとした。この問題
【一般法律第280号適用州】*
被害者なき
犯罪
非インディア
ンの犠牲者
インディアン
の犠牲者
被害者なき
犯罪
非インディア
ンの犠牲者
非インディアンの
犯罪者
インディアンの
犯罪者
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州管轄権州管轄権州管轄権＊＊部族管轄権
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州及び
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＊2010年制定の TLOA に基づいて部族は，連邦の同意を得て付加された競合連邦管轄権を選択することがで
きるようになった。各々の部族が採る立場，州による一般法律280号の様々な配置は図 6 には表れていない
ことに注意する必要がある。
＊＊2013年 VAWA に基づいて2015年以降，部族は一定の家庭内暴力犯罪に対して連邦政府及び州と特別家庭
内暴力管轄権を行使することができるようになった。
（codified as amended at 18 U.S.C. § 1162, 25 U.S.C. §§ 1321─1326, 28 U.S.C. §§ 1360, 1360 note）. 
拙著・前掲註27，474頁～495頁。
96）　136 S. Ct. 1954, 1959 （2016）.
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に関して合衆国第八巡回区控訴裁判所は United States v. Cavanaugh
97）
で，
そして合衆国第十巡回区控訴裁判所は United States v. Shavanaux
98）
（以下，
「Shavanaux 判決」という。）で，弁護人を付されない部族裁判所の有罪決定を第
117条の刑罰加重因犯罪の要件を充足させるために使用し得るとしていた
99）
。
これに対して Bryant 判決の第二審判決である United States v. Bryant
100）
で合
衆国第九巡回区控訴裁判所は，同裁判所の United States v. Ant
101）
を引用し，
連邦検察官は修正第 6 条の要件を満たさない部族裁判所の以前の有罪決定を
使用し得ないとする判決を下していた
102）
。合衆国最高裁判所は，本件 Bryant 判
決
103）
で下級審の対立に決着をつけたのである。以下，Bryant 判決を検証する。
1 ．事実関係
　本件被告人マイケル・ブライアント（Michael Bryant）は，モンタナ州に位
置するノーザン・シャイアン族（Northern Cheyenne Tribe）の保留地に居住す
る当該部族の登録構成員である。被告人は，家庭内暴行による幾つかの軽罪
の有罪決定を含む部族裁判所の100件に上る有罪決定の記録を持っている。
特に被告人は，1997年から2007年の間にノーザン・シャイアン族の部族法典
（Tribal Code）に違反して少なくとも 5 件の家庭内暴力を犯したことに対して
罪を認めている。被告人の繰り返される粗暴行為に対して部族裁判所は， 1
年を超えない拘禁刑を言い渡したが，その際被告人は貧困であって，また弁
護人を付されていない。本件において被告人は，部族裁判所の訴訟手続は
ICRA に従ったものであることを認めており，部族裁判所の有罪決定の違法
97）　643 F.3d 592 （8th Cir. 2011）, cert. denied, 132 S. Ct. 1542 （2012）.
98）　647 F.3d 993 （10th Cir. 2011）, cert. denied, 132 S. Ct. 1742 （2012）. See also State v. 
Spotted Eagle, 71 P.3d 1239 （Mont. 2003）.
99）　See Jonna Adu, Protecting Victims of Domestic Assault: Upholding the Use of Uncounseled 
Tribal Court Domestic Assault Convictions to Establish Federal Habitual Domestic Assault 
Charges, 4  AME. INDIAN L. J. 85, 95─98 （（2015）.
100）　769 F.3d 671 （ 9th Cir. 2014）.
101）　882 F.2d 1389 （ 9th Cir. 1989）.
102）　769 F.3d at 673. 
103）　136 S.Ct. 1954 （2016）.
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性を争ってはいかい。また被告人は，ICRA に規定された人身保護令状（合
衆国法律集第25編第1303条）に基づいて当該部族裁判所の有罪決定を連邦裁判所
で争っていない。
　2011年 1 月，被告人は当時の恋人に暴行を加え，ベッドから引きずり落と
し，髪を引っ張り，繰り返し殴打し，蹴った。被告人はこの女性に 5 回ない
し 6 回にわたって肉体的暴行を加えたことを認めている。同年 4 月に入り被
告人は，同棲していた他の女性に対し意識を失うまでに暴行を加えた。後に
被告人は 2 ヶ月間の間に同女に 3 回にわたって暴行を加えたことを認めてい
る。2011年の暴行を理由にモンタナ州大陪審（grand jury）は，被告人の行為
を常習犯による犯行と認定し，上記 2 件の家庭内暴行を合衆国法律集第18編
第117条第 a 項違反で起訴した。合衆国モンタナ州地区地方裁判所で，被告
人には弁護人が付された。被告人は，第117条第 a 項にいう刑罰加重因犯罪
要因を満たすために被告人の弁護人を付されなかった以前の部族裁判所の軽
罪の有罪決定を使用することは修正第 6 条に違反するとして起訴の却下申立
てを行った。地方裁判所は被告人の申立てを否認し，上訴権を保留し条件付
き有罪答弁（conditional guilty plea）に入り，各々の訴因について拘禁46月の
同時執行の期間で刑の宣告がなされた─その後 3 年の保護観察期間がつい
ている─。合衆国第九巡回区控訴裁判所は，部族裁判所の有罪決定は最小
限修正第 6 条と同一の外延を持つ弁護人の援助を受ける権利が部族裁判所に
おいて保障された場合に限りその後の連邦による起訴において使用し得ると
し，第一審の有罪決定を破棄し，起訴の取下げを指示した（769 F.3d 671, 677 
（2014））。合衆国最高裁判所が，サーシオレイライを認めた（136 S. Ct. 690 
（2016））
104）
。
2 ．判決要旨
　（1）　ギンズバーグ裁判官の法廷意見
　被告人に対する部族裁判所の有罪決定は被告人も認めているところ，いか
104）　Id. at 1963─64.
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なる憲法上の権利をも侵害していない。蓋し修正第 6 条は，部族裁判所の訴
訟手続には適用されないからである。ICRA に準拠した以前の部族裁判所の
有罪決定は，訴訟が提起された際に有効であった。しかし被告人の有罪決定
が州又は連邦の裁判所で言い渡される場合，被告人は，裁判所が任命した弁
護人による弁明なくして拘禁を言い渡されたが故に Argersinger 判決（407 
U.S. 25 （1972））及び Scott 判決（440 U.S. 367 （1979））の法理が当該有罪決定を無
効とすると主張する。要するに被告人は，当裁判所に対して部族裁判所の有
罪決定を第117条第 a 項の目的にとって審理すべきであると論じている。
　当裁判所は，Nichols 判決（511 U.S. 738 （1994））。においてに Scott 判決（拘
禁刑が科されていない以前の有罪決定の使用が問題となった事案。）に従えば有効な弁
護人が付されない軽罪の有罪決定は，その後の有罪決定において刑罰を加重
するために使用される場合に有効であると判示した（Id. at 748─49）。刑罰加
重法（enhancement statute）は以前の有罪決定で科された刑罰を変更するもの
ではなく，むしろ常習犯法（repeat─offender law）は被告人によって実行され
た最後の犯罪のみに有罪を宣告するからである（Id. at 747）。当裁判所は，
United States v. Rodriquez（553 U.S. 377 （2008）） で「被 告 人 が 累 犯 法 律
（recidivism statute）に基づいてより重い刑の宣告を与えられた場合……刑罰
の100パーセントは有罪決定を受けた犯罪に対するものであり，以前の有罪
決定又は被告人の『累犯者としての地位』に対するものではない。」とした
（Id. at 386）。従って Nichols 判決は，訴訟を提起した際に有効な有罪決定
─すなわち判決を言い渡した際に合衆国憲法を侵害していない有罪決定
─は，その後の訴訟で訴えられた場合にその地位〔証拠として使用される
こと。〕を保つことを指示している。本件被告人に対する第117条第 a 項違反
への46月の刑の宣告は，直近の家庭内暴行を処罰するものであって，部族裁
判所において訴追された以前の犯罪についての刑の宣告ではない。被告人は
部族裁判所において弁護人の援助を受ける権利を否定されたが，「当該被告
人が収監された重罪の罪について有罪と裁定された際」には，当該被告人の
修正第 6 条の権利は連邦裁判所で保障されていたのである（Alabama v. 
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Shelton, 535 U.S. 654, 664 （2002）.）。当裁判所は Nichols 判決の法理を維持するも
のであり，部族裁判所の有罪決定の混合区分（hybrid category）を作り出すこ
とに反対する
105）
。
　ICRA は部族に法の適正手続に従うよう規定し（合衆国法律集第25編第1302条
第 a 項第 8 号），権利章典及び修正第14条に規定されるそれに類似する特別の
手続上の保護に適合している。さらに ICRA は，部族裁判所の判決に従っ
て拘禁された者にとって有効な連邦裁判所における人身保護令状の審理を規
定している（同編第1303条）。当該手段によって受刑者は，部族裁判所におけ
る訴訟手続の基本的公平性を争うことができる。ICRA に準拠した訴訟手続
は，部族裁判所の有罪決定についての信頼性（reliability）を十分に保障する
ものである。それ故に連邦の訴訟手続におけるこれら有罪決定の使用は，被
告人の修正第 5 条にいう適正手続を侵害するものではない。「礼譲の原則」
（principle of comity）が，ICRA に適合する弁護人を付されない部族裁判所の
有罪決定を支持する（Shavanaux 判決（647 F.3d 993 （10th Cir. 2011））。当裁判所
は第九巡回区控訴裁判所判決を破棄し，本判決に従って審理をやり直すよう
事件を差戻す
106）
。
　（2）　トーマス裁判官（Thomas, J.）の同意意見
　 3 つの基本的前提が，本件の基礎にある。第一に修正第 6 条は，政府が後
の訴訟手続で弁護人の援助を受ける権利を侵害して宣告された有罪決定を取
り入れることを通例禁止するということである。第二に部族に保留された主
権は，部族が合衆国憲法の拘束を受けない手続で部族構成員を起訴する権限
を付与するというにある。そして第三に合衆国議会は，部族構成員がインデ
ィアンの土地で相互に犯した暴行を処罰し得るといことである。
　第一の点について言えば修正第 6 条は，被告人が現在の訴訟手続において
弁護人によって弁護されなければならないことをのみを要請しているのであ
って，政府が違憲の有罪決定を常習犯罪法について使用することを禁止する
105）　Id. at 1964─66.
106）　Id. at 1966.
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という修正第 6 条の「違法収集証拠排除準則」（exclusionary rule）は存在しな
い。第二及び第三の点について言えば，一方では部族裁判所が弁護人の援助
を受ける権利を否定された訴訟手続において被告人ブライアントに有罪を宣
告する権限を有する唯一の理由は，かかる訴追は部族の核心的な主権から導
き出される機能にあるということである。「合衆国憲法制定以前から存在す
る別個の主権国家」（Santa Clara Pueblo v. Martinez, 436 U.S. 49, 56 （1978）.）とし
ての部族の地位の故に部族による訴追は，当裁判所の先例に従えば「特に連
邦及び州の権限への制限として規定された憲法条項」に従う必要はない。他
方で被告人ブライアントの後に続いて起こる連邦による有罪決定の合法性
は，部族主権についての相反する見解に依存する。合衆国議会は，通例，家
庭内暴力を規定する一般連邦刑法を制定する権限を持たないが（United States 
v. Morison, 529 U.S. 598, 610─13 （2000）.），当裁判所は合衆国議会が多発する家庭
内暴力の加害者を処罰すべきことを保証するためにインディアン保留地内の
問題に介入しなければならないことを示唆している（本件判決においてギンズバ
ーク裁判官が法廷意見の冒頭部分で，アメリカ・インディアンに対する暴行事件について
統計を用いて論じている部分を引いている。）。当裁判所は合衆国議会のかかる権限
がどこから導き出されるのかについて説明してはいないが，当裁判所の先例
はこの点について何ら疑問を抱いていない。その理由を尋ねるに，合衆国議
会が部族主権のあらゆる側面に対する包括的（all─encompassing）権限を有す
る（United States v. Wheeler, 435 U.S. 313, 319 （1978）.）と当裁判所が解釈してきた
ことにあると解される。従って部族構成員の部族の訴追は部族主権の極地
（apex）であるが，合衆国議会は部族が家庭内暴力を訴追することに関して
インディアン部族に対する合衆国議会の「無条件の権限」（United States v. 
Kagama, 118 U.S. 375, 382─84 （1886）.）の故に口を挟むことができるのである。
　上に述べてきた部族主権に関するいずれの見解が正しいかについて疑問を
抱くところであるが，インディアン部族は様々な起源，合衆国との個別的条
約そして同化及び征服についての異なったパターンを経験してきた。部族ご
との異なる歴史に照らして全ての部族が必然的に彼ら自身の構成員を訴追す
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る主権的特権を保留したと推定することは，軽信（credulity）を歪めること
になる。そして主権についての全く同じ量子を有するものとして全ての部族
を処理することによって，当裁判所は各々の部族の主権の究極的起源を理解
すること，そして部族主権を維持すべきか否かを判断することをほとんど不
可能にしてきたのである（Prakash, Against Tribal Fungibility, 89 CORNELL L. REV. 
1069, 1070─74 （2004）.）。主張されてきた合衆国議会の無条件の権限の基礎は，
覚束ないものと言わざるを得ない。
　当裁判所は，今こそこの部族主権の法理を見直す時期にきている
107）
。
3 ．批評
　本判決は，Nichols 判決
108）
（本稿 III─1（ 2 ））に大きく依拠して結論を導いてい
るが，当該事件において被告人ニコルズは DUI で州法の軽罪に当たるとし
て罰金250ドルに処せられた。被告人は弁護人を付されていなかったが，こ
れは修正第 6 条に違反するものではなかった。蓋し Argersinger 判決は，
「何人も，審理中弁護人によって代表されない限り，重罪であろうと軽罪で
あろうと，いかなる犯罪によっても拘禁刑に処せられない。」
109）
としていると
ころ，被告人は拘禁刑を科されない軽罪を宣告されており─弁護人は要求
されず，修正第 6 条違反は存在していない─，後の連邦薬物法違反で刑罰
加重25月の拘禁刑を言い渡されているからである
110）
。しかし本件被告人ブライ
アントの有罪決定は，修正第 6 条はそもそも部族裁判所の審理に適用されな
いが故に有効とされ，後発の連邦裁判所において審理された事件で利用でき
るとされたのである。ここにおいてか，修正第 6 条がそもそも適用されない
事件と修正第 6 条に違反しないで弁護人が付されない事件─不適用
（inapplicability）と適法性（compliance）─との間にそれぞれの有罪決定への
信頼性というある意味大きな問題が生ずる
111）
。
107）　Id. at 1967─69 （Thomas, J., concurring）.
108）　511 U.S. 738 （1994）.
109）　407 U.S. 25, 37 （1972）.
110）　511 U.S. 738, 740─41 （1994）.
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　本判決は，連邦又は州裁判所の有罪決定と部族裁判所の有罪決定について
混合区分─ダブル・スタンダード─を作り出すことを拒否する
112）
と強調し
ているが，かかる争点を解消すべく合衆国最高裁判所は，本判決で弁護人を
付されない部族裁判所の有罪決定のその後の連邦裁判所による使用が修正第
5 条に違反しない理由として部族裁判所判決への信頼性を挙げ，「礼譲条項」
（Comity Clause）に言及している
113）
ものと考えられる。礼譲は，他の国家が国家
自身の問題について統治する権限への尊敬という観念にその基礎を置いてい
る。それはまた，終わりなき訴訟を妨げるという訴訟当事者の安息を認める
という政策に基づいている。そして礼譲の法理は，外国の司法判断を執行す
るか否かの決定について受け入れる裁判所の幅広い裁量権を認めるそれであ
る
114）
。礼譲条項の部族裁判所判決への適用可能性は，部族主権の本質に関わる
問題である。種々のインディアン部族はかつて独立した主権国家であり，主
権に対する彼らの主張は合衆国憲法に先行する。インディアン部族は，合衆
国の地理的境界内に居住しているが，彼ら部族は合衆国によってその主権を
剝奪されず，彼らの土地は元もと合衆国によって所有されていたものでもな
い
115）
。インディアン部族の主権は，他の局面ではどのように制限されるとして
も彼ら部族構成員の刑罰権に及ぶと解され，部族内でのインディアンの間で
犯罪は部族によって処理され，連邦政府の関心事項ではないことが一般的に
承認され，インディアンによって他のインディアンに対して実行された犯罪
は交易法（intercourse law）の射程内に入らなかったのである
116）
。このように部
111）　See Kreisman, supra note 81, at 227. See also LeTang, supra note 72, at 229.
112）　136 S. Ct. 1954, 1966 （2016）.
113）　Id.
114）　COHEN’S HANDBOOK, 2012 ed, supra note 72, § 7.02［2］［a］, at 662─63. See also Robert N. 
Clinton, Comity & Colonialism: The Federal Court’ Frustration of Tribal─ Federal 
Corporation, 36 ARIZ. ST. L. J. 1, 16─18 （2004）.
115）　See McClanahan v. Ariz. State Tax Comm’n, 411 U.S. 164, 173 （1973）; COHEN’S HANDBOOK, 2012 
ed, supra note 72, § 7.02 ［ 2 ］［b］, at 665; CHARLES F. WILKINSON, AMERICAN INDIANS, TIME, AND 
THE LAW 103 （1987）.
116）　FRANCIS PAUL PRUCHA, THE GREAT FATHER: THE UNITED STATES GOVERNMENT AND THE 
AMERICAN INDIANS 44 （1986）.
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族は異なった政治的統一体と観念されてきたし，また今日もそのように理解
されているが故に，部族裁判所の判断を承認し，実行するか否かを決定する
ために礼譲の法理を利用することの妥当性の問題が浮かび上がってくるので
ある
117）
。
　かかる点に関して合衆国第十巡回区控訴裁判所は，本判決が引合いに出し
ている Shavanaux 判決
118）
で「礼譲を部族の判断に拡大することは，連邦裁判
所をして部族自治（tribal self─governance）の減損を結果する不必要な司法的
パターナリズムに招き入れるものではない（Wilson v. Marchington, 127 F.3d 805, 
810 （ 9 th Cir. 1997）.）。……我が国の連邦裁判所は，繰り返し外国の有罪決定を
承認し，我々の憲法的保護から逸脱した手段を通しての外国法の執行によっ
て海外で取得された証拠を受け容れてきた。当裁判所における本件にとって
〔Bryant 判決と全く同一の争点が争われた事案〕最も類似した状況は，連邦
法の下で加重因犯罪として外国の有罪判決の利用という点にある。……問題
は，かかる利用が『我々の基本的公平性（fundamental fairness）の概念に適合
するか否か』（United States v. Small, 333 F.3d 425, 428 （2003）.）にある。」
119）
と判示
しているところである。
Ⅴ　まとめ
　トーマス裁判官は，Bryant 判決の同意意見の中で合衆国議会の無条件の
権限の基礎は覚束ないものと言わざるを得ない。当裁判所は今こそこの部族
主権の法理を見直す時期にきている
120）
と強弁しているが，この部族主権の法理
に対する懐疑的ないし否定的見解は，近年の合衆国最高裁判所において強力
117）　See Samuel D. Newton, Note, Reliability, That Should Be The Question: The Constitutionality 
of Using Uncounseled Tribal Court Convictions in Subsequent Federal Trials after Ant, 
Cavanaugn, and Shavanaux, 36 AM. INDIAN L. REV. 489, 501 （2012）.
118）　647 F. 3d 993 （10th Cir. 2011）, cert. denied, 132 S. Ct. 1742 （2012）. 
119）　Id. at 999─1000.
120）　136 S. Ct. 1954, at 1969 （Thomas, J., concurring）.
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に主張されてきている。合衆国最高裁判所は，1998年の Kiowa Tribe of 
Oklahoma v. Manufacturing Technologies, Inc.
121）
（以下，「Kiowa 判決」という。）
で部族主権の属性としての「部族の主権免除」（tribal sovereign immunity）の
法理は確立した法であるが，当該法理は「ほとんど偶然に（almost by 
accident）発展した」ものであり，「当該法理を永続させるという通念には疑
いの余地がある。」。蓋し今日のアメリカ社会の相互依存的で流動的な社会に
おいては，免除は部族と取引していることを意識しない者，主権免除を認識
していない者，ないし不法行為の被害者のように選択の余地のない者にとっ
て「有害」（harm）となり得るからである。従ってこれらの状況からして，
少なくとも包括的準則として部族の主権免除を廃止する必要性がある
122）
と判示
している。
　Kiowa 判決を踏襲した2014年の Michigan v. Bay Mills Indian Community
123）
で反対意見を書いたトーマス裁判官（スカーリア（Scalia, J.），ギンズバーグ，アリ
トー（Alito, J.）の各裁判官が同調）は，以下のように述べている。Kiowa 判決か
ら16年が経過し部族の商業活動は激増し，正当な根拠のない部族免除によっ
て不公平性が生み出されてきている。それにも拘わらず合衆国最高裁判所
は，部族免除が誤りであることを合衆国議会への敬譲と先例拘束性の原則を
楯に正す機会を拒んでいる。部族免除を保留地の外での商業活動に適用する
実体的根拠は存在しない。Kiowa 判決が言うように部族主権の免除という
コモン・ロー上の法理は，「ほとんど偶然に出来した」法理であり，Kiowa
判決自体がこの法理に疑問を呈している。当裁判所は，部族を彼らの歴史的
主権の限定された属性を保持する「国内の従属国」と看做してきた。本件の
多数意見は，部族免除を部族が保有してきた主権の属性の 1 つであると看做
している。免除にとってのこの根拠は，部族が彼ら自身の裁判所で抗弁とし
て免除を主張する場合は反対の余地は存在しない。しかし部族免除の概念
121）　523 U.S. 751 （1998）.
122）　Id. at 756─58.
123）　134 S. Ct. 2024 （2014）.
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は，他の主権国家─州又は合衆国のいずれか─の裁判所における部族の
免除の請求を支持し得ないのであって，むしろ「主権国家による第二の主権
国家の裁判所における免除に関する請求は……通例第二の主権国家の法に従
う。」のである。要するにインディアン部族が連邦又は州の裁判所で免除を
請求し得るのは，連邦又は州の法律がそれを規定しているからであって，単
に部族主権が理由となるのではない。部族裁判所の外では，本件多数意見の
主張するところはほとんど説得力を持たないのである
124）
。
　トーマス裁判官は，上に述べた礼譲の法理についても以下のように批判的
見解を展開している。連邦裁判所における独立した外国にとっての免除は，
「国際礼譲」（international comity）にその根拠が置かれている。その部族免除
との関連性はともかく，礼譲は部族の保留地の外での諸活動に対して免除を
拡大適用するに際しては不適合な正当化事由と言わざるを得ない。完全に独
立した外国に関してさえ，礼譲は長い間にわたって商業活動のために免除を
認めるための十分な根拠としては軽視されてきた。現に合衆国議会は，1976
年に「外国主権免除法」（the Foreign Sovereign Immunities Act）（合衆国法律集第
28編第1605条第 a 項第 2 号）を制定し，外国が合衆国内での商業活動に基づく訴
訟から免除されない旨を定めている（合衆国法律集第28編第1605条第 a 項第 2 号）。
さらに言うべきは，根本的に礼譲は他の主権国家の尊厳を尊重する 1 つの主
権国家に関するものである。しかし部族の保留地の外での活動に免除を認め
ることは，不公平な取扱を受ける主権国家─主権が合衆国憲法によって保
障されている州─にとっては無礼である。インディアンの部族が自身のテ
リトリー外で商業活動に携わる場合，必然的に主権を有する州の領土内で行
動することになる。このことが，「それと反対の明確な連邦法が存在しない
場合，保留地の境界線を越えて行動するインディアンは，一般的に他の州民
に適用される非差別的州法に従わなければならないと判示されてきた。」と
ころの理由である。州の領土内での部族行為から生ずる部族に対する全ての
訴訟─私的訴訟（本件のように）であろうと州自体による訴訟であろうと
124）　Id. at 2046─47 （Thomas, J., dissenting）.
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─を禁ずるとする準則は，州の領土内のインディアンに対する当該州の規
制権限とは対照的である。かかる準則は，州の権限の専占（pre─emption）に
大きな影響を与えるのである。諸州は，自身の裁判所で他の主権を有する州
に免除を認めるか否かを決定し得るところである。Kiowa 判決で部族免除
の承認は部族の自足及び自治を促進するにあるとされたが，多面で Kiowa
判決は経済的なコンテキストにおいて主権免除の法理は，部族と取引してい
ることを意識しない者，主権免除を認識していない者，ないし不法行為の被
害者のように選択の余地のない者にとって有害となり得るのであって，従っ
てこれらの状況からして，少なくとも包括的準則として部族免除を廃止する
必要性があるとも判示している。
　かかる広範囲に及ぶ免除は，部族主権の範囲を遥かに超えるものである。
それは，部族の自治を保護し，又は内部関係を統制するに必要なものに限定
されてしかるべきである
125）
。確かに先例拘束性の原則は望ましい行動方針では
あるが，当裁判所も認めているように避けられない要請ではなく，支配的判
決が機能せず，又は広範に理由付けられている場合，ないし経験が先例の欠
点が際立った場合，当裁判所は先例に従うよう制約されることはない
126）
。今
日，全国中に展開する数多くの部族が，インディアンの土地の内と外の両方
で州際間の及び国際的な商業において実質的で且つ成功を得る競争者として
出現してきているところ，部族免除がこの現実に適合しないで残る限り，高
度に規制されるべき諸活動における事実上の規制緩和，不法行為の被害者に
とっての不公平，そして州と個人との間の軋轢を含む諸問題を招くであろ
う。
127）
　しかし合衆国議会第103議会は，1994年11月 2 日に「1994年連邦によって
承認されたインディアン部族一覧表法」
128）
（the Federally Recognized Indian Tribe 
125）　Id. at 2047─48 （Thomas, J., dissenting）.
126）　Id. at 2050 （Thomas, J., dissenting）.
127）　Id. at 2052 （Thomas, J., dissenting）.
128）　Act of Nov. 2, 1994, Pub. L. No. 103─454, 108 Stat. 4791. 本法の詳細について拙著・前掲註
24，16頁～18頁参照。
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List Act）を制定し，第103条第 2 号
129）
で合衆国議会は，「合衆国は承認された部
族に信託責任を有し，これら部族と政府対政府の関係を維持し，及びこれら
部族の主権を承認することを認定する。」と規定しているところ，2016年 5
月 4 日発行の『フェデラル・レジスタ』（Federal Register）第81巻第86号に登
載されている「合衆国インディアン問題局によって承認され，及び役務を受
け取る資格があるインディアン統一体」は，「一覧表に挙げられた統一体は，
合衆国との政府対政府の関係によってその他の連邦によって承認されたイン
ディアン部族に有効な免除及び特権を当該部族の責任，権限，制限並びに義
務と同様に有するものとして承認される。」
130）
と述べていることに注目する必
要があるであろう。
129）　25 U.S.C. § 479a note.
130）　81 Fed. Reg. 26826 （May, 4, 2016）. https://www.gpo.gov/fdsys/pkg/FR─2016─05─04/
pdf/2016─10408.pdf （2017年10月 1 日閲覧）
